
平成２９年６月第２回定例会
（全て　一問一答）

質問者 質　問　の　要　旨

（１）
学校教育につい
て

・

　障がいある子の学ぶ場は文部科学省によると、「特別支援学校」は
視覚障害、聴覚障害、肢体不自由、病弱・身体虚弱の五つの障害が
比較的重い子どもに対し、専門性の高い教育を行う。
　以前は原則として特別支援学校で学ぶとされていたが、制度改正で
2013年9月以降、本人と保護者の意見を最大限尊重し決めることにな
り、重い障害があっても、一般の小中学校に通う道が広がった。
　障がいがある子どもの学びや進路はどうなっているのか。選択肢が
多いほど本人や保護者の希望に沿えることになるが、当町の小中学
校での「特別支援学級」「通級指導」等の現状をお尋ねします。

（２）
国道２６号線第
二阪和国道につ
いて

・

長年の悲願でありました、阪南市と和歌山市を結ぶ国道26号線第二
阪和国道が4月1日に全線開通しました。
　全線が開通して、約2ヵ月を過ぎての今日、交通混雑・交通安全の確
保・救急医療の所要時間・災害時の代替路の確保等の効果を期待し
ています。しかし、新しい道路が供用開始されたことにより、日常生活
を通じて旧国道の往来が減少したことを感じており、通過道路にならな
いデメリットをどのように克服して、岬町の将来展望を構築されるの
か。
　また、第二阪和国道建設に伴い、岬町域での道路建設用地の協力・
提供された地権者の山林・田畑・民家・商業地域等の件数・面積数を
お尋ねします。

・ 多奈川地区への公共下水道事業早期推進について

・ 流域下水道楠ノ木地域への延伸について

（１）
岬町の将来展望
について

・
平成２９年３月議会において、３期目の立候補表明をされた事に伴い、
主たる公約について問う。

（２）
岬町立図書室の
蔵書について

・
和歌山大学図書館を利用させてもらえるが専門書が多く利用しにくい
との住民の声があります。これに伴って隣接市立図書館において貸出
をしていただけるシステムを要望したい。

（１）
教育施設の環境
整備について

・
学校や他の教育施設のトイレを洋式化し清潔な環境に改善していく必
要があると考えるが、如何
通学、通園時の安全確保について問う

（２）
交流人口の拡大
について

・みさき公園の海岸線を遊歩道にして集客を図ってはどうか
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（１）



質問者 質　問　の　要　旨質問事項

・ 新しく建設中の町営住宅を雇用対策に活用すべきでは

・ 深日洲本航路船舶試験運行で目指すものは何か

・ 大阪万博誘致に岬町が積極的に取り組むべきでは

・
「部落差別の解消の推進に関する法律」が制定され、地方自治体に
「責務」や「努力義務」が定められているが、その内容を確認する。

・
「部落差別」は、実態としてほぼ解消していると考えられ、行政が過去
の「特別扱い」の復活や「新たな差別」を生むようなことをするべきでは
ないと考えるが、岬町の考えはいかがか。

・
岬町条例には、「部落差別」を冠するものが残存するが、この機会に
撤廃するべきではないか。

・

来年度からの国民健康保険の都道府県単位化が決められたが、その
ことに伴い、保険料が引き上げられる可能性がある。「払える保険料」
の実現は住民の強い願いであり、来年度の都道府県単位化がおこな
われても、保険料の引き下げや少なくとも据え置きとなるよう努力する
べきであると考えるが、岬町としてはどのように対応する考えか。

・
市町村独自でおこなう減免制度などの拡充が求められるが、都道府
県単位化されても岬町として救済措置を取り、さらなる拡充をはかる考
えはあるか。

・
4月にオープンした道の駅“みさき“。
オープンから現在までの利用状況や運営状況などの現況報告

・見えて来た課題とその解決方法

・
またそれらを踏まえた今後の運営についてをお聞きし、今後について
の提案を含め、様々な角度から検証します。

・
オープンから1年経過した観光案内所“さんぽるた“。
現在までの利用状況や運営状況など、1年を通じて運営した結果報告

・見えて来た課題とその解決方法

・
またそれらを踏まえた今後の運営についてをお聞きし、今後について
の提案を含め、様々な角度から検証します。

竹原 伸晃 （１）
岬町の産業を活
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（１）
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